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新制大学草創期の一般教育成立過程に関する研究  

一九州大学の学科課程形成とその分析を通して－  

井 上  美 香 子★  

はじめに  

戦後大学改革では一般教育1）は新制大学の理念を体現するものとされたが、その導入に際しては  

「大学基準」でその大枠を提示するという方法が採られただけであった。つまり、大学関係者に対  

する一般教育への理解が未だなされていない状態で、「大学基準」だけを頼りに一般教育は大学教  

育の一要素として導入されたこととなる。   

ところが「大学基準」では、一般教育は人文科学、社会科学、自然科学の3系列から構成され、  

「各系列に亘って夫々三科目以上、全体として文科系の大学又は学部では十五科目、理科系の大学  

又は学部では十二科目の授業を必ず用意しなければならない」と規定したにすぎない。その上、学  

科課程の構成や学科目などの詳細な取り決めに関しては「必要の場合には前掲以外の科目を一般教  

養科目に加えることができ」るとして、各大学の裁量に任せたのであった。   

こうした、「大学基準」を直接的な入り口とした一般教育の導入は、大学関係者には専門教育の  

短縮として受け取られることとなった。つまり一般教育は、その理念に対して積極的に導入された  

のではなく、専門教育との兼ね合いなどで惹起される様々な問題を克服しながら形成されてゆくと  

いう消極的な形で導入されたのであった。   

この一般教育を導入する際に専門教育との兼ね合いで各大学で共通して最も議論されたのは、専  

門教育に対する一般教育の修業年限に関する問題であった。つまり、一般教育の導入に際してもっ  

とも懸念される専門教育の修業年限の短縮問題を如何に克服して設置基準に適合した一般教育を設  

置するのかが、大学関係者に共通の問題となったのである。   

こうした一般教育の形成経緯から、新制大学草創期に導入された一般教育像を明らかにするため  

には、学科課程が形成されていく過程を丹念におっていくことが必要な作業となってくるのである。   

以上から、本研究では旧帝国大学系大学を素材とし、学科課程が形成されていく過程を修業年限  

に関する議論を中心に検証していくことで、そこに現れた一般教育像を明らかにしたいと考える2）。   

この修業年限に関する間鹿3）に対して、唯一若干の考察を加えている『東京大学百年史』は、東  

京大学内に設置された「大学制度準備委貝会」で繰り広げられた修業年限に関する議論について、  

「東大内部では、まだ一般教養（一般教育）の必要性についての理解は十分とはいえず、全体とし  
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てむしろ消極的意見が濃厚であったように思われる」4）と分析している。年史という性格上の限界  

もあるが、修業年限における議論の結果を新制大学草創期の一般教育に対する全体の評価としてし  

まうことによって、議論を丁寧に追うことが一般教育像を明らかにすることであるという重要な視  

点が欠落してしまっているといえる。   

つまり、大学が設置認可申請にむけて文部省に提出した設置認可申請書に記載されている学科課  

程及び履修方法の特性を分析し、それらの特性が結果として導きだされるに至った審議の経緯を詳  

細に検証することが必要不可欠となってくるのである。   

そこで本研究では、第一に、九州大学を題材として、設置認可申請書に記載されている学科課程  

を分析する。主に学科目とその履修方法という2つの側面から学科課程を分析することで、九州大  

学における一般教育学科課程の特性を抽出する。   

例えば、大学の規則や学科課程は、設置認可申請書に記載されている規則や学科課程に改訂を重  

ねて現在に至っている。従って、設置認可申請書に記載された学科課程の特性を分析することは新  

制大学草創期における一般教育像を明らかにする第一歩となる。   

第二に、こうして抽出された一般教育学科課程における諸特性が生じるに至った過程を明らかに  

する。   

以上、一般教育導入に伴い惹起する諸問題を克服しながら一般教育学科課程が決定されていった  

という形成過程の考察を通して、一般教育像を明らかにしたい。尚、本研究では九州大学に焦点を  

あてて考察をすすめるが、旧帝国大学系大学での新制大学草創期における一般教育成立史の端緒と  

したいと考えている。   

1．設置認可申請書にみる一般教育学科課程の特徴  

設置認可申請書は、新学制移行にむけ昭和22年9月に九州大学内に設置された「新大学制度準備  

委貞会」5）（以下、準備委員会）によって作成された。準備委貞会は、総長を会長とし、工学部、農  

学部、理学部、そして文科、法科及び経済科からなる法文学部の各学部長と、各学部の教授及び助  

教授3名、各研究所長から構成されている6）。本準備委貞会は、新制大学開設の準備と設置認可申請  

書の提出などを行っているという点から、九州大学が新制度へ移行する上で中心的役割を果たした  

委員会であったといえる7）。委員会は、昭和22年9月25日の第1回準備委貞会から最終回の昭和24年  

7月16日まで、計39回にわたって審議を行っているが、昭和23年9月頃に第1回目提出分の設置認可  

申請書を文部省に提出したものと思われる8）。   

設置認可申請書では、履修方法の説明として「前の二年間に主として教養部に於ける一般教養科  

目を履修せしめ後の二年間に主として各学部に於ける専門講座を履修せしめる」9）とし、「主として」  

一般教育課程の2年制を採用している。学科目に関しては「大学基準」に則り、人文・社会・自然  

科学関係の学科目が用意されている。その学科目を以下に記す。  
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人文科学一哲学、論理学、倫理学、心理学及同実験、宗教学、教育学、日本文化史、西洋文化  

史、東洋文化史、国文学、中国古典、中国文学、西洋文学（英、仏、独）、外国語  

（英、仏、独、中国、露）人文地理、ラテン語  

社会科学一法律学、政治学、政治史、経済学、経済史、社会学一般、社会思想史、統計学一般  

自然科学一代数学及幾何学、解析学、計算法、確率統計、一般数学、物理学、物理実験、力学、  

一般物理学、無機及物理化学、有機化学、化学実験、一般化学、地質学、鉱物学、  

岩石学、地質学及鉱物学実験、自然地理、植物学、植物学実験、動物学、動物学実  

験、生物学第一、生物学第二、図学第一、図学第二、天文学、人類学、自然科学概  

論、自然科学史、生理学、医学通論、農学通論、工学通論   

以上、人文科学関係科目が198単位（内、語学は136単位）、社会科学関係科目が18単位、そして  

自然科学関係科目が128単位設置されている10）。一般教育学科課程の2年制を採用している関係上、  

これらの学科目は1年次から2年次にかけて設置されている11）。しかしながら、上に記したように  

「主として」一般教育課程の2年制の採用ということであり、その履修の細目についても「各学部に  

於てこれを定める」12）とされている。従って、一般教育課程の履修年限や学科目などの一般教育学  

科課程履修方法は学部によって異なっていると考えることができ、各学部の履修方法について確認  

する必要があるといえる。   

文系学部では、一般教育学科課程の履修方法として「最初一年には羊として一般教養科目を 、次  

の一年には一般教養科目と専門科目の基礎的なもの とを併せ履修せしめ、三年後以後は幸として専  

門科目を履修せしめる」13）（下線は著者、以下同じ）としている。そして、1年次に一般教育科目を  

履修し、2年次には一般教育科目と専門教育科目の基礎的なものを履修するとして2年間の一般教育  

課程に専門教育が食い込む形となっている14）。   

履修科目と単位修得に関しては、人文科学及び社会科学関係科目ともに、全人文科学関係科目か  

ら自由選択で18単位以上履修、社会科学関係科目に関しては自由選択で8単位以上履修することと  

なっている15）。   

そして自然科学関係科目については、文学部及び教育学部は一般数学や一般物理学などの学科目  

を例示しているものの、文系学部は総じて自由選択で8単位以上履修することとなっている16）。   

つまり、文系学部では総じて、一般教育の履修に関しては自由選択を基調としながらも、自然科  

学関係科目に関しては一般数学や一般物理学などの入門的な学科目の履修を促しているといえる。   

こうした人文・社会科学ではその履修を広く自由選択とし、自然科学関係に関しては入門的な科  

目の修得を促すという点から、文系学部では一般教育課程を広く知識を教授するところとしている  

といえる。   

次に、理系学部における一般教育学科課程の履修方法に目を転じたい。理系学部では、「前の二  

年間に教養部に於ける一般教養科目を履修せしめ後の二年間に専門科目を履修せしめる」t7）として、  

文系学部のように一般教育課程に専門教育課程を食い込ませるというような形は採らずに一般教育  
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課程2年、専門教育課程2年としている18）。   

学科目と単位修得に関しては、全理系学部共に、人文・社会科学関係科目から自由選択で6単位  

以上履修することとなっている19）。一方、自然科学関係科目に関しては、例えば工学部ならば代数  

幾何学、解析学、物理学などの学科目を必修とするように、工学部、農学部、理学部とも各学部毎  

に必修科目を指定している20）。ここから、理系学部でほ一般教育課程を専門教育の基礎的課程とし  

ていることが寮われる。   

以上、文系学部と理系学部では一般教育学科課程の履修の方法において相違があることが確認で  

きる。すなわち、一般教育学科課程の履修期間のうち文系学部は1年次を一般教育科目の履修期間  

とし、2年次には一般教育と専門の基礎科目を履修することとして一般教育学科課程に専門教育課  

程が食い込む形を採っている。   

一方理系学部では、一般教育課程は2年間で修得することとしている。さらに履修する学科目に  

関しては文系学部では人文・社会・自然科学関係科目において全て自由選択であったのに対し、理  

系学部では自然科学関係に関しては各学部毎に必修科目を指定している。以上のような、文系学部  

及び理系学部における一般教育学科課程の履修方法、その修業年限などの差異はどういう経緯を  

もって発生し、どういう意味をもっていたのかを次章以降で考察する。  

2．学科目履修方法に関する審議の背景と限界  

一般教育学科目及び単位に関する学科課程案（以下、学科課程案）は、人文・社会科学関係につ  

いては法文学部から、自然科学関係については理系学部から第9回準備委貞会に提出された。当初  

法文学部と理系学部によって提出された学科課程案は、その後設置された小委員会によって数回に  

わたって修正が加えられた。小委員会によって修正を加えられた学科課程案は、準備委員会に提出  

され承認を得るという審議過程を経て決定されていくことになる。   

さて、一般教育学科課程案が初めて準備委員会に提出された第9回準備委貞会の当時の審議状況  

について概観してみよう。第1回から第6回委員会まで毎月1回のペースで準備委貞会は開催されて  

いた。ところが第6回準備委貞会が開催された約1週間後には第7回準備委貞会が開催されている。   

しかも第7回準備委貞会では「二月末日までに新制度につき予算計上の関係上審議を急ぐ要あり、  

今後毎週委員会を開催することに了解を求め、次回は二月六日（金）と」21）し、毎週準備委貞会を開  

催することに決定をみている。このように新制大学設置にむけた時間的制約の中で、学科課程案は  

第9回準備委貞会に提出されたのであった。提出された学科課程案は以下のようなものである22）。   

人文科学一哲学概説、倫理学、論理学、宗教学、心理学、教育学、日本文化史、西洋文化史、  

東洋文化史、史学一般、文学一般、国文学、中華文学、中国古典、英文、仏文、独  

文、人文地理、ラテン語  

（外国語A、B：英語、仏、独、露、中国語）   

社会科学一法、政治、経済、社会、統計  
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自然科学一代数及幾何、幾何、解析第一、解析学第二、計算法、確率統計、一般数数学、物理  

学第一、生物学第二、物理実験、力学、一般物理学、無機及物理化学、有機化学、  

化学実験、一般化学、地質学、鉱物学、岩石学要論、地質学及鉱物学実験、自然地  

理、植物学、植物学実験、動物学、動物学実験、生物学第一、生物学第二、微生物  

学、遺伝学、生理学、医学通論、工学通論、農学通論、図学、天文学、人類学、自  

然科学概論、自然科学史   

上記学科目は、「大学基準」に範を採っているものの各学科目に着目すると旧制高等学校の教授  

学科目を定めた「高等学校規程」（大正8年3月29日文部省令第8号）に記載されている学科目と類  

似している。こうした学科課程案と「高等学校規程」の類似性は以下のような理由に起因するもの  

であると思われる。   

新制大学発足において、慢性的な課題として一般教育担当教官の不足という問題があった。新制  

大学発足にむけて教員不足が深刻な問題となっていたことは、例えば以下に引用するように京都大  

学の年史が如実に語っている。   

「教員の督格についての申し合わせは、高専以上の学校で3年以上の教育経験、および著書論文  

はなくても専攻学科や教授上の知識見識があればよいという、比較的緩やかな車）のであったが、い  

ずれもまったく未経験の事柄であり、嘩朋引こわたる人材  

を求めることは容易でなかった」23）   

「大学基準」では、人文・社会・自然科学の3系列に関する学科目を用意しなくてはならない旨  

を規定している。そのうちの社会科学関係の科目として「法学、政治学、経済学、心理学、人類学、  

教育学、歴史学、社会学、統計学、家政学」を例示し、大学は少なくとも3科目以上は用意しなく  

てはならないと記している。「高等学校規程」では社会科学関係の学科目として「法制及経済」は  

あっても「政治学」や「経済学」等の学科目の設置は記されていない。つまり、新制大学発足にお  

いて「政治学」等の社会科学関係教官を求めることは難しいということは、「大学基準」が制定さ  

れた時点で既に想像に難くないものであったといえるのである。   

九州大学では学科課程案が提出された昭和23年2月13日の第9回準備委貞会時点、既に福岡高等  

学校及び佐賀高等学校から九州大学に向けて合併申し込みの依頼がなされており、準備委貞会でも  

合併の承認をしている24）。以上のような予想され得る教官不足の問題に対し、福岡高等学校と佐賀  

高等学校とを合併することに伴う教官の吸収をその対応策として「高等学校規程」に類した学科課  

程案を提案したのであろうと思われる。   

新制大学発足における教官不足の問題は、制定当初の「大学基準」からみても必至のことであっ  

た。旧帝国大学系大学の諸設置認可申請書における一般教育学科課程は九州大学の場合と同様に  

「高等学校規程」と類似している点から考えれば、やはり上記の様な学科課程の作成は教官不足の  

問題に対する対応策という面が強かったのではないかと思われる25〉。こうして提案された学科課程  

案をたたき台にして、以下3回にわたり修正が加えられることになる。   

この一般教育学科課程案は、学科目及び単位数などの大枠に関しては第9回準備委員会で承認さ  
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れた。そしてその他については、「小委員会を設置し、各学部の案を詳細に検討して、小委員会案  

としてこれを纏め上げる」26）ことにしたのであった。つまり、第9回準備委員会時点での上記一般  

教育学科課程案に関する評価としては、後は細部を纏め上げることで完成とするというものであっ  

たのである。小委員会によって修正された一般教育学科目案は、第10回準備委員会に提出された。  

確かに、ここでの修正は「地質概論」から「地質学」などのような学科目名称の変更の他に単位数  

の増減等の点で修正が付された科目もあるが、大して多くはない（人文科学で3科目、社会科学2科  

目、自然科学で6科目の学科目名称や単位数の修正がなされている）27）。ところが、この修正案には  

更なる修正がなされて第24回準備委員会に提出されることとなるのである。   

第24回準備委貞会以降、学科課程の修正が活発に行われることになる。第24回準備委貝会以降  

提出された一般教育学科課程修正案では、学科目名称及び単位数の修正以外に学科目の統合と削除  

もなされている加）。第24回準備委貞会で提出された修正案によると、第10回準備委員会で提出され  

た修正案よりも修正された学科目が多い（人文科学7科目、社会科学2科目、自然科学17科目でう  

ち2科目は自然科学関係科目の削除）29）。この学科課程に対する顕著な修正の傾向は、第28回提出分  

以降の修正に関しても同様である30）。第9回準備委貞会当初は、法文学部及び理系学部によって提  

出された学科課程案はその細部を纏め上げることで完成させ得るものとされていた。ところが新た  

に学科目の削除などもなされ、前回よりも多くの修正が加えられているのである。このような学科  

課程の修正が前回にもましてなされた背景として、久留米工業専門学校との合併問題の出現と文部  

省による経費削減対策が考えられる。   

第7回準備委員会では2月末日までに予算の関係上審議を急ぐ必要があるとして、委員会の審議の  

迅速化が図られたことは先に記した通りである。第7回準備委貝会開催の後、最初の学科課程案が  

提出されたのは同年2月13日の第9回準備委貞会においてである。その学科課程案に2度目の修正が  

なされて準備委貞会に提出されたのが同年7月14日の第24回準備委員会においてであるので、上に  

記したような学科課程案に対して多くの修正が付された原因として予算の審議を経た結果であるこ  

とが一つに挙げられる。   

また、昭和23年4月9日には久留米工業専門学校との合併が準備委員会に提案されており、同年6  

月12日の第19回準備委員会では「久留米工専の実状を調査の上、既定の学科課程、所要教官数、  

其の他の事項につき再調整する必要があるものと認められた、新に学科委員を設置し、これらの問  

題を研究立案すること、なった」31）として「学科委員」32）が設置されている。しかしながらその一  

方で、一府県一国立大学の原則から佐賀高等学校との合併の「実現は絶望に近く、代案を考える時  

機に達した」33）として佐賀高等学校との合併を断念している。 こうした久留米工業専門学校との合  

併にむけての始動と佐賀高等学校との合併問題の終息は、第24回準備委員会を境に提出されている  

学科課程案に多くの修正が付されることとなったことと無関係ではあるまいと考える。  

‾アマ  合併校との交渉経過に加え、「国立新制大学編成についての（案）」34）が文部省から送付されてい  
る。ここでは「一般教養科目については差し当り経費及び教員の膨張を防ぐため大学基準 に示され  

ママ た最小の科目を限度とし将来函次充実を図る」35）とし、一般教育科目に関してはおそらく経費の関  
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係からであろうと思われるが、教員の膨張を防ぐために「大学基準」に示された最小枠にとどめる  

ことを呼びかけている。この文部省からの通達を受けて後の第28回準備委貞会以降人文科学関係科  

目で2科目、自然科学関係科目で1科目が削除されている36）。こうした文部省における経費の問題か  

らも、学科課程の構想は制約を伴うものであったといえる。   

一般教育学科課程は、「大学基準」制定当初から担当教官の不足という限界を既に内包していた。  

それを克服する方法として「高等学校規程」に類した学科課程を作成したのであるが、「新制国立  

大学実施要綱」による旧制高等教育機関再編、文部省の経費というような問題を背景に、制約され  

ながらもそれを克服する形で一般教育学科課程案は作成されていったのであった。   

3．準備委員会の新学制移行への葛藤と模索  

前述の通り議事進行を迅速に行う為に準備委員会を週1回のペースで開催することが、第7回準備  

委貞会で決定された。そして一般教育学科課程の修業年限についても、同回の準備委貞会で決定し  

ている。従って修業年限に関しては議事の促進化が図られる以前において、月1回のペースで審議  

がなされ、決定をみたことになる。   

さて、準備委員会が発足した第1回準備委貞会当初から一般教育の修業年限は「教養学科ヲー年  

制ニスベキカニ年制ニスぺキカ」37）として議題とされている。この一般教育課程の修業年限に関して、  

第3回準備委員会では、「教養学科は一年とする」、「一年は教養学科のみを履修せしめる」、r二年は基  

礎学科（教養学科を含む）及び専門学科を履修せしめる」、「三、四年は専門学科を履修せしめる」と  

いったように、専門教育との兼ね合いから一般教育課程の修業年限を何年とするか、一般教育課程自  

体を専門教育との関係からどのような性格のものとして位置づけるかといった観点から意見がでてい  

る38）。しかしながら第1回から第3匝1準備委貝会の約1ケ月半近く、その議論には進展がない状態で  

あった。議論が進展をみせるのは、第5回準備委貞会以降においてである。   

第5回準備委員会では「前回多数の意見であった一年制説は覆り、二、二制説が多数を占めた」39）  

と委員会記録に記されている。つまり、第1回準備委員会以降一般教育課程の1年制及び2年制をめ  

ぐり議論がなされ、1年制支持者が多数を占めていたが、第5回準備委員会ではその勢力は逆転し2  

年制が多数を占めるようになったというのである。   

この修業年限をめぐる議論に関しては、例えば1年制及び2年制のどちらが優勢となっても、多数  

決では解決し得ない、上の第3回準備委員会での意見に見られるような専門教育をめぐる一般教育  

課程における葛藤があったのである。以下に修業年限をめぐる議論についてみていくことにする。   

第4回準備委員会当時から、一貫して1年制を支持していた学部は法文学部であった。「法文学部  

を除く各学部共二、二制に賛成した」40）とあるように、2年制支持者が多数を占める第6回準備委員  

会において、 法文学部のみが1年制を支持している。そして後に詳述するが、その姿勢は、第7回準  

備委員会でも一貫しているのである。当初はいくつかの理系学部も1年制を支持していたのであっ  

た。故に、第4回準備委員会時点では、法文学部と一部の理系学部によって1年制が支持されていた  

ことになるのである。しかし、第5回準備委貞会以降の審議過程で理系学部の考えに変化がおこっ  
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たのである。そこで理系学部と法文学部の修業年限をめぐる議論を検討してみよう。  

（1）理系学部における修業年限をめぐる議論   

前述の通り、理系学部の一部は第4回準備委員会では一般教育課程の1年制を支持していたにも関  

わらず、第5回準備委貞会では2年制支持へ方向転換している。専門教育の年限短縮が懸念される中、  

なぜ理系学部は一般教育課程の2年制を支持したのであろうか。実は、この2年制の採用の背景には  

理系学部における専門教育の確保と一般教育の設置をめぐる葛藤とその模索があったのである。そ  

のことは、新制大学発足後の昭和25年、新制大学のあり方を見直すために九州大学に設置された  

「新制大学整備会議」の記録にみることが出来る。   

本整備会議は、教養課程の年限を如何にするかという議題に端を発して発足した委員会である41）。  

加えて、本整備会議では教養課程の修業年限に関する問題を中心に学科課程編成の方針などについ  

ても検討している。 一般教育と専門教育の修業年限をめぐる葛藤から本整備会議が設置されている  

という点で、本会議の記録は参考になるといえる。   

昭和25年6月19日の第1回整備会議から最終会議となる同28年3月25日の第10回整備会議に至るま  

で、一般教育課程の修業年限についての審議がなされている。ここでは、農学部、工学部、理学部  

ともに一般教育課程に専門教育課程が食い込まざるを得ないことを一貫して主張している。ところ  

がその一方で、理学部は一般教育課程の年限を大学院教育をも考えた上で2年制でもよいという柔  

軟な対応を示しているのに対し、農学部及び工学部は、一般教育課程を2年制にした場合でも実質  

上半年は食い込みたいとして1年半制を強く主張している。こうした制度的には2年制をも認める  

が、一般教育の修業年限の短縮を一貫して要求しているという主張の矛盾にこそ一般教育の導入に  

対する解決への模索があるのである。   

すなわち、農学部は「大学教育は高等の教育を行い、職業教育を授け、専門の研究者となる基礎  

を与えるものであって、農学部等では職業教育が主である」42）としている。   

又、工学部は、修業年限に関する議論の中で「教養豊かな人を作るか専門に秀でた人を作るべき  

かは別問題である」43）とし、「就職に関係するから」44）専門教育の年限を確保しなくてはならない旨  

を論じている。つまり、工学部は大学教育を就職に直結した「専門に秀でた人を作る」ところとし  

て、農学部と同様に職業教育の場として位置づけているのである。   

更に、専攻決定の時期に関する審議についても農学部及び工学部ともに、「入学当初に学部をき  

める」45）ことを希望し、その理由を「学部教官との意志疎通ができる」46）（農学部・工学部）、「最初  

から学部を選んでおけば進むべき通がはつきりするので学生はそのつもりで勉強する」47）（工学部）  

ことができるとしている。つまり、農学部及び工学部ともに大学教育を職業教育として捉えている  

からこそ、早期の専門教育化を希望しているのであり、こうした考えが一般教育課程の1年制へと  

つながっているのである。   

ところが理学部は、大学教育の目的を「新制大学の目的は教養ゆたかな人を作るにある。教養が  

豊かであれば或程度の専門方面の応用もきくと思はれる（中略）又大学における教養は専門のため  
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の広い教養である」48）としている。つまり、大学教育の目的を、専門教育の基礎としての大きな土  

台をつくる役割を担うと自ら位置づける一般教育に求めているのである。従って、理学部の立場か  

らすれば、理系の課程に必要な自然科学分野での広い教養の上にこそ専門教育は成り立つというこ  

とになるのである。   

こうした一般教育に対する理学部の姿勢は、専攻決定の時期に対する意見に如実に現われている。  

専攻決定の時期に対する各学部の意見を委員会に報告する場面で、理系学部の中で唯一理学部のみが  

「入学時を可とするもの八、現行（二年後）を可とするもの五、中間を可とするもの三であった」49）と  

して、専攻決定の時期を入学時以外を可とするような意見があったことを報告をしている。   

この記録は昭和26年10月のものであることから、「現行」とは2年次に専攻を決定することであ  

り、「中間」とは一年半後に専攻を決定することを指すと考えられる。つまり、理学部では理系分  

野での広い教養の上に専門の学問が成り立つとしていることから、専門教育の年限の短縮を恐れて  

入学時に専攻を決定するという意見以外に、専攻決定の時期を2年後や1年半後でよいとして意見が  

対立していたと考えられる。   

以上の様に、農学部及び工学部と理学部との意見対立と、更に理学部内でも意見が対立するとい  

うような様相を呈していたのである。つまり理系学部の中に、専攻決定の時期について入学時点と  

する意見、1年半後とする意見、2年後とする意見の3つが対立して存在していたのである。   

整備会議での専攻決定の時期に関する意見分裂のこうした状態は、一般教育課程の修業年限につ  

いて1年制と2年制に分かれていた理系学部の意見が、第5回準備委員会以降一転して総じて2年制  

へと集約されて2年制を採用することとなった原因を紐解く鍵を握ると考えられる。   

つまり、整備会議での議論から、第4回準備委貞会で1年制を支持していたのは農学部及び工学部  

であり、当初から2年制を支持していたのは理学部であったと考えられる。こうして支持する一般  

教育課程の修業年限は、1年制と2年制とで異なっていたのである。そしてこうした修業年限に対す  

る意見の相違は、大学教育を職業教育とする農学部及び工学部の意見と大学教育を「専門のための  

広い教養」を教授する機関とする理学部との考えの相違をそのまま反映したものであったのであ  

る。   

ところが、この修業年限に関する問題には必然的に専攻決定の時期をいつにするのかという問題  

が関係してくる。換言すると、一般教育課程の修業年限を1年制か2年制のどちらかに決定しなくて  

はならないということである。つまり、専門教育の年限の短縮を防ぐことを第一の課題とし、その  

上、上述したような農学部及び工学部の大学教育に対する主張と、理学部の主張を包含し得るよう  

な修業年限が決定されなくてはならないことになるのである。こうして、夫々の大学教育観が錯綜  

する中、専門教育の年限の短縮を防止することを共通の課題とする一方、理学部が提示した「大学  

における教養は専門のための広い教養」50）であるとする主張に解決策を見出していくことになるの  

である。   

第7回準備委員会において、一般教育課程の「二、二制か一、三制か」51）をめぐる審議の中で、  

「各学部の意見発表に先立ち（法文学部の）田中委員から大要次の様な発言があった」52）（カツコ内  
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は筆者による）。すなわち、「理科系等に於て二、二制を採用した場合二年後の後半に於ては、各人  

の希望により、基礎科目を履修する学生がナ工、農、理と分れることとなる。これらが三年への進  

学に際し、希望の学部に進学出来ないで、或は工学部の基礎科目を履修した学生が農学部へ、農学  

部の基礎科目を履修した学生が理学部へ進学する様な不合理な結果となりはせぬか。之に対する対  

策は考へて居られるか」53）というものであった。   

ここでは、法文学部は一般教育課程の2ケ年制が有する問題として一般教育課程を専門の基礎教  

育課程と代替してしまうことによって生じる学部進学の際の専攻学部の不適合という問題を挙げ、  

それに対する対策を理系学部は用意しているのかということを質問しているのである。この法文学  

部の質問に対し、理系学部は「若干の不都合は認められるが各学部の基礎科目の間には互に共通の  

ものもあるから大した不便はあるまいと考へる」と返答し、一般教育を専門の「基礎科目」と位置  

づけている54）。以上の法文学部及び理系学部の言から、理系学部が支持する2年制とは一般教育課  

程を専門の基礎教育課程としていたといえるのである。   

つまり、理学部の一般教育課程を専門の「基礎科目」とする思想をうまく利用して2年制を採用  

することで、錯綜する問題の解決策を導きだしたことになるのである。端的にいうと、大学教育を  

職業教育と位置づける農学部及び工学部にとって、専門教育以外の教養を教授する一般教育課程は  

大学教育にとって不要な存在であった。ところが理学部の主張に一般教育課程を専門の「基礎科目」  

に代替するという解決策を見出したとき、農学部及び工学部は理学部の支持する2年制に主張を転  

換したのである。一般教育課程を専門の「基礎科目」と位置づけることで専門教育の短縮を防止で  

きる上に、専攻決定の時期も統一することとなる。こうした点で、理系学部では一般教育課程の1  

年制と2年制に分かれていたその支持意見が2年制に収赦していったのである。  

（2）法文学部における修業年限をめぐる議論   

法文学部は前述したように、第1回準備委員会から一貫して一般教育課程の1年制を支持している。  

しかしながら、法文学部の間でも、理系学部において見られたような新学制移行における専門教育  

年限の確保をめぐる葛藤があったのである。   

法文学部は「二、二年制は予科的気分を残すおそれありとの理由で一、三制」55）を支持し、一般  

教育課程の1年制を採用している。しかしながら、その一方で、文系学部における一般教育課程の  

履修方法では r最初一年には主として一般教養科目を、次の一年には一般教養科目と専門科目の基  

礎的なものとを併せ履修せしめ」として、2年次にも一般教育を開講する旨のことが記されている。  

先に記した一般教育学科目のうち1年次から2年次にかけて、もしくは2年次のみ開講されている一  

般教育学科目をここに記す矧。  

人文科学一哲学、宗教学、教育学、西洋文化史、国文学、中国古典、中国文学、西洋文学（英、  

仏、独、中国）、人文地理、ラテン語  

社会科学一社会思想史、社会統計学  

自然地理一代数学及幾何学、解析学、計算法、確率統計、物理学、物理実験、力学、一般物理  
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学、有機化学、化学実験、一般化学、鉱物学、岩石学、地質学及鉱物学実験、動物  

学、動物学実験、生物学第一、図学第二、天文学、自然科学概論、自然科学史、生  

理学、医学通論、農学通論、工学通論   

次は、昭和27年の一般教育課程の履修方法に記載されている文系学部の定めた必修科目である。  

「文学部に於て専攻する学科に関連して教養課程中に履修するよう要望せられている学科目」とし  

て、以下のような学科目が記されている57）。  

文学部－（学科）：必修科目  

（倫理学科）：社会思想史、（中国哲学史学科）：中国古典、東洋史、  

（国史学科）：中国古典、国文学、（東洋史学科）：中国古典、  

（印度哲学史学科）：中国古典、東洋史、宗蟄学、  

（西洋史学科）：社会学、経済学、（中国文学）：中国古典、  

（国文学科）：中国古典、日本史、西洋文学   

先に記した設置認可申請書における2年次開講の一般教育学科目と、昭和27年の文学部の一般教  

育必修科目を比較すると下線を引いた学科目が共通している。従って、文系学部において「次の一  

年」に履修するべき2年次開講の学科目とは文学部における専門の「基礎科目」であると考えるこ  

とが出来る。   

こうして、文系学部は一般教育課程の1年制を採用する一方で、専門教育の修業年限不足という  

問題に対し2年次に専門科目の「基礎科目」としての一般教育学科目を用意し、かつ専門課程を食  

い込ませることでその解決策を見出したのである。   

前回と同様、ここでも整備会議の記録を参考に考察をすすめていくこととする。「専門課程におけ  

る学科課程編成方針について」の審議の中で、法学部は「二年にして専門課目を並べてみたが、司  

法、民法、行政等の関係では二年に織り込むことは、極めて困難である。二年でやるためには例え  

ば民法では、極めて簡単にするか、又は総論的なものをやるにとどめねばならず、従って法科では  

二年制にすることは問題である」とし、専門教育課程の2年制での修業年限不足を指摘している開）。   

しかしながら、「教養課程の単位をどの位専門課程に認めるかは、学部によって異なると思うが、  

法学部では教養部 で行われる課目は嵩法にせよ、その他の課目にせよ、単に公民としての智識を授  

容とは全 質が違うため専門 ける程度のものであって、専門課程の科目内 

という意見を述べている。   

つまり、法学部でも専門教育の修業年限の不足という意味では共通した問題とされていたと考え  

ることができる。その間題に対し、先にみたように文学部は一般教育科目の一部を「基礎科目」と  

してその解決策を見出したのであった。ところが、法学部でも専門教育年限の不足に対する懸念は  

あるものの、一般教育学科目における社会科学系科目を専門の「基礎科目」としては代替しえない  

とする立場であったから、文学部の採った方法は法学部にとっては解決策の1つとはなりえなかっ  

たのである。   

この両者の異なる主張からどのような解決策を導き出すのかは、準備委員会当時から法文学部の  
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課題とするところであった。専門教育年限の不足という問題から、理系学部のように一般教育課程  

を専門の基礎教育課程と代替するという方法は、一般教育における科目は専門の基礎科目とはなら  

ないとする法学部の立場上、理系学部のような方法はその解決策とはならなかったのである。故に  

法文学部の田中委員は、一般教育学科課程の2年間を専門教育の基礎教育課程と代替してしまおう  

とする理系学部の方針に対し、「各学部の意見に先立つ」形で、先に見たような質問を投げかけた  

のである。   

この疑問は文学部においても共通するところであった。それは、文学部では一般教育学科目の一  

部を専門の「基礎科目」とする動向がある一方で、理系学部が一般教育課程を専門の基礎教育課程  

としたように、人文科学および社会科学の関係学科目その全てを、専門の基礎教育課程と代替する  

までには踏み切れないという姿勢がそこにはあったのである。だから、文学部も一般教育の一部を  

専門の「基礎科目」にし、文系学部全体としては専門課程を一般教育課程の2年次に食い込ませる  

にとどめたのである。こうした両者の主張が、「予科的気分を残す恐れ」に対する危惧から1年制を  

支持することに解決策を見出していくことになるのである。   

文学部法学部共に専門教育の年限短縮は大きな課題であった。しかしながら、「二、二年制は予  

科的気分を残すおそれありとの理由で一、三制」を主張したことからも分かるとおり、2年制を採  

用することは一般教育課程を専門の基礎教育課程にしてしまうことになるのである。そこで文学部  

は2年次に基礎科目を食い込ませる方法を採り、法学部は一般教育課程に必修を設けないという方  

針をとったのである。こうして文系学部では、一般教育課程の1年次は少なくとも共通して広く知  

識を教授する課程として位置づけたのであった。   

以上を整理すると、一般教育科目の一部を専門の「基礎科目」とする一方で一般教育課程自体を  

専門の基礎教育課程に代替することができないとする文学部の主張と、法学部の一般教育科目は専  

門の基礎教育科目とはなりえないとする主張は共に一般教育を専門の基礎教育とは代替し難いとす  

るもめであった。そしてこうした姿勢は「予科的気分を残す恐れ」、すなわち、「二つの高等学校を  

ママ 併合し二、二制を採用するとすれば、教養学部は予科的存在化するおそれがある」60）という言を背  
景にしているのである。もし一般教育課程の2年制を採用するならば教養部の施設、教官及びその  

学科課程構成の形式上までも旧制高等学校化してしまい「予科的存在化」してしまう。それを回避  

するために、一般教育学科目の一部を専門の「基礎科目」と位置づける一方、一般教育課程として  

は1年制を採用する解決策を文系学部は導き出したのであった。   

結 語  

新制大学の理念を体現する一般教育は、その導入当初から問題を内包していた。すなわち、新学  

制への移行は旧制高等教育機関を再編してなされるという限界が常に大きな問題として存在してい  

たのである。例えば、旧制高等学校には存在しない一般教育学科目を担当する教官をどこからもっ  

てくるのかという教官不足の問題は重大であった。また、「新制国立大学実施要綱」や大蔵省の経費  

削減などの外的要因は、当初予定されていた本当の意味での各大学の自由裁量61）を妨げる原因と  
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なったのであった。こうした制約に規定されながら、一般教育学科目は決定されていったのである。   

ところが一般教育学科課程を決定していく上で最も大きな問題は、一般教育課程の修業年限を何  

年にするのかにあった。何故なら、大学関係者にとって一般教育の導入は専門教育の年限短縮を意  

味する以外のなにものでもなかったからである。そこで文系学部、理系学部はそれぞれ専門教育の  

年限短縮を防止することを共通の課題として、その解決策を模索したのであった。   

理系学部では大学教育を職業教育とする農学部及び工学部が一般教育課程の1年制を支持し、理  

学部では大学教育を「専門のための広い教養」として教授するところであるとして2年制を支持し  

ていた。しかしながら、一般教育課程を専門の「基礎科目」とすることで理系学部は2年制諭へと  

意見が収赦されていったのであった。その結果、新制大学草創期の九州大学において、理系学部で  

は専門の「基礎科目」として一般教育像が形成されたのであった。   

また、文系学部では、文学部が一般教育科目の一部を専門の「基礎科目」とする一方で一般教育  

課程自体を専門の基礎教育課程に代替することは出来ないとして一般教育課程の半年分を食い込ま  

せた形で2年制を支持した。そして、法学部では一般教育科目は専門の基礎教育科目とはなりえな  

いとして1年制を支持して意見を対立させていた。この一見対立してみえる意見に、共に一般教育  

を専門の基礎教育とは代替し難いとする点で共通していたことと、「予科的存在化」への危惧から1  

年制を採用するとともに、専門の基礎教育課程とならないように1年次では広く教養を教授するも  

のとして解決策が見出されていったのであった。その結果、新制大学草創期の九州大学において、  

文系学部では、広く知識を教授する課程として一般教育像が形成されたのである。  

く注〉  

（1）1947年の「大学基準」制定当初、一般教育は「一般教養」と大学基準に記載されていた。と  

ころが、1950年での改定では既に「一般教育」と記載されている。それ以降1991年の改定で   

「一般教育」の名称が「大学設置基準」から姿を消すまで長く「一般教育」という名称が用い  

られてきた。そうした経緯から、本稿では用語を「一般教育」と統一する。尚、史料の関係  

上「一般教養（科目）」「教養部」などの用語が出てくるがそれらに関しては、史料の通り記  

載することとした。  

（2）一般教育は三系列以外に、外国語科目と保健体育科目を含むが、本稿では人文・社会・自然  

科学の三系列のみを考察の対象とする。尚、外国語に関しては「大学基準」1956年の「大学  

設置基準」への改正などにも関わってくるため、別に考察を要する。また、体育科目に関し  

ては審議の形跡は史料には殆どない。  

（3）新制大学発足時の修業年限に関する問題について、海後宗臣・寺崎昌男民らは、一般教育の  

導入によって専門教育の年限が短縮されることに対する旧制大学以来の教官側の危惧という  

側面があったことを指摘している 日大学教育』戦後日本の教育改革第九巻、東京大学出版会、   

1969年、p．386）。その他年史などでは、『大阪大学五十年史』（通史1985年、p．269）、『名古  

－35－   



井 上 美香子  

屋大学五十年史』（部局史編21989年、p．614）、『東北大学百年史』（第4巻部局史12003年、  

p．621）では、一般教育の修業年限に関して1年制あるいは1年半制にするのか、それとも2年  

制にするのかという議論があったことが記載されているに止まる。尚、『名古屋大学五十年史』  

編纂の成果の一部として、名古屋大学における修業年限に関する議論について、安川寿之輔  

氏（『大学教育の革新と実践一変革の主体形成－』新評論、1998年、）は理系学部の議論から、  

名古屋大学では一般教育を予科的存在として位置づけようとしていたと分析している。しか  

しながら、設置認可申請書に記載されている学科課程などの詳細な分析までには至っていな  

い。  

（4）『東京大学百年史』部局史41987年、p．5。  

（5）「第一回新大学制度準備委員会記録」昭和22年9月25日 日新制大学設置関係1』九州大学大学  

史料室蔵）。以下、新大学制度準備委貞会記録は特記しない場合は出典及び所蔵はこれと同様  

とする。  

（6）医学部も本委員会の構成員であるが、委員会記録には発言などの記録が殆ど見受けられず、  

準備委貞会とは別に新学制移行にむけて昭和21年3月に医学部刷新委員会を設置してその委  

員会を中心に審議している（『九州大学五十年史』学術史上巻p．26参照）。以上の点から、医  

学部における新学制移行への準備は主に医学部刷新委員会においてなされていたと考えられ  

るため、医学部に関しては本稿とは別に考察を要する。  

（7）『九州大学七十五年史』通史1992年、p．101参照。  

（8）九州大学の提出した設置認可申請書に関しては『設置認可申請書添付書類（第一次修正）』   

（国立公文書館蔵）がある。「第一次修正」と付されていることから、九州大学は設置認可申  

請書を少なくとも2回以上提出したものと思われる。これらの設置認可申請書を九州大学がい  

つ頃文部省に提出したのか、設置認可申請書に日付等の記載がないため明らかではない。し  

かしながら、昭和23年8月2日の第26回準備委員会では「設置認可申請書に添付すべき設置要  

項及び学則要綱の作製について事務局に一任することに了解された」（「第二十六回新大学制  

度準備委員会記録」）と記されている。したがって、少なくともこの時期には既に、設置認可  

申請書（第1回目提出分）に記載するべき事項が決定していたのであろうと思われる。以下、  

『設置認可申請書添付書類（第一次修正）』は国立公文書館所蔵とする。  

（9）「第二学則要綱」の「履修方法及び課程修了認定に関する事項」『大学設置認可申請書添付書  

類（第一次修正）』。以下、同引用は左の出典による。  

（10）『大学設置認可申請書添付書類（第一次修正）』。外国語に関してはその履修方法に不明な点が多  

いので本稿では考察の対象から省くことにした。尚、体育に関しては実技2単位と講義4単位  

が設置されており、各学部ともに4単位以上履修となっている。  

（11）「（1）教養部（一般教養学科）」『大学設置認可申請書添付書類（第一次修正）』。  

（12）「履修方法及び課程修了認定に関する事項」『大学設置認可申請書添付書類（第一次修正）』。  

（13）「法学部学士号取得の為の履修方法」『大学設置認可申請書添付書類（第一次修正）』。尚、文  
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学部、経済学部、教育学部ともに同じ文面で記されている。  

（14）設置認可申請書に記載されている各文系学部の専門教育課程と一般教育課程より。尚、文系  

学部の中でも、教育学部のみが一般教育課程の2年制を採用している。その経緯に関しては、  

高等教員養成機関設置に関する委員会を設置した第22回準備委貞会から、教育学部の学科目  

案が準備委貞会に提出された第28回準備委貞会の間の委員会記録にも詳細な記載はなかった。  

尚、本準備委員会は昭和22年9月25日から昭和24年7月16日という新制大学が発足するまでを  

主な期間として発足後殆どすぐに解散している。従って本委貞会では文系学部は法文学部の  

みしかない。このような点から考察に限界を有するが本稿では法文学部の議論から文系学部  

の一般教育学科課程形成過程について考察を加えようとするものである。  

（15）注14に同じ。  

（16）注14に同じ。  

（17）設置認可申請書に記載されている各理系学部の専門教育課程と一般教育課程より。  

（18）注17に同じ。  

（19）注17に同じ。  

（20）注17に同じ。  

（21）「第七回新大学制度準備委貞会記録」（昭和23年1月30日）。  

（22）以下に記した学科課程案における一般教養学科目は「第九回新大学制度準備委員会記録」（昭  

和23年2月13日）の別紙による。  

（23）『京都大学百年史総説編』1998年、pp．479－480。  

（24）注21に同じ。  

（25）国立公文書館に所蔵されている各旧帝国大学系大学の設置認可申請書によると、一般教育学  

科課程の学科目は九州大学の場合と同様に「高等学校規程」の学科目と類似している。  

（26）「第九回新大学制度準備委貞会記録」（昭和23年2月13日）。  

（27）「第十回新大学制度準備委員会記録」（昭和23年2月20日）の別紙による。  

（28）「第二四回新大学制度準備委貞会記録」（昭和23年7月14日）及び「第二八回新大学制度準備委  

貞会記録」（昭和23年10月4日）の別紙。  

（29）「第二四回新大学制度準備委貞会記録」（昭和23年7月14日）。  

（30）「第二八回新大学制度準備委員会記録」（昭和23年10月4日）及び『設置認可申請書添付書類  

（第一次修正）』の一般教育学科課程より。  

（31）「第十九回新大学制度準備委員会記録」（昭和23年6月12日）。  

（32）注31に同じ。  

（33）「第二二回新大学制度準備委員会記録」（昭和23年7月5日）。  

（34）「大学設置認可申請書に就て」『新制大学設置関係2』（九州大学大学史料室所蔵）。  

（35）注34に同じ。  

（36）第28回準備委員会で学科課程案が提出されて以降、最終回の第39回準備委員会に至るまで学  
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科課程案は準備委貞会に提出されていない。そこで設置認可申請書の一般教育学科課程と比  

較した。  

（37）「第一回新大学制度準備委貞会記録」（昭和22年9月25日）。  

（38）史料の引用は「第三回新大学制度準備委貞会記録」（昭和22年11月6日）による。  

（39）「第五回新大学制度準備委貞会記録」（昭和22年12月15日）。  

（40）「第六回新大学制度準備委貞会記録」（昭和23年1月16日）。  

（41）構成員は文学部長の干潟氏を委員長とし、各学部より学部長1名と教授4名、各研究所長1名、  

そして教養部各3分校より主事と教授又は助教授2名と教養部長1名である。  

（42）「第二回新制大学整備会議記録」（昭和25年6月27日）川新制大学整備会議綴自昭和二十五年  

六月至昭和二十八年三月』、九州大学大学史料室蔵）。以下、同会議記録を引用する場合の出  

典と所蔵場所は注42によるものとする。  

（43）「第四回新制大学整備会議記録」  

（44）「第九回新制大学整備会議記録」  

（45）「第六回新制大学整備会議記録」  

（46）注45に同じ。  

（47）注45に同じ。  

（48）「第四回新制大学整備会議記録」  

（49）「第六回新制大学整備会議記録」  

（50）「第四回新制大学整備会議記録」  

（51）「第七回新制大学整備会議記録」  

（52）注51に同じ。  

（昭和25年12月15日）。  

（昭和27年12月11日）。  

（昭和26年10月11日）。  

（昭和25年12月15日）。  

（昭和26年10月11日）。  

（昭和25年12月15日）。  

（昭和26年11月7日）。  

（53）注51に同じ。  

（54）注51に同じ。  

（55）「第六回新制大学整備会議記録」（昭和26年10月11日）。  

（56）本文に記載している一般教育学科目は『大学設置認可申請書添付書類（第一次修正）』の一般教  

育学科課程から2年次開講科目による。  

（57）本文に記載している一般教育学科目は、『教養課程履修の解説（昭和27年度）』（九州大学学務  

部蔵）による。尚、昭和27年教養課程の履修において文系学部のうち文学部のみが一般教育  

学科目を専門の「基礎科目」として必修科目を指定している。  

（58）「第三回新制大学整備会議記録」（昭和25年11月22日）。  

（59）注58に同じ。  

（60）「第六回新大学制度準備委貞会記録」（昭和23年1月16日）。  

（61）「新制大学の基準と説明」（時事通信社内外教育版七二号、昭和二三・三・四）では、大学基  

準の適用の方法について、「わが国の今後の大学の在り方としては、各人に個性があり、自主  

性があるように大学として最適基準に達した以上夫々の目的使命に即し、独白の伝統と学風  
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新制大学草創期の一般教育成立過程に関する研究   

とに従い、個性豊かな而も自主性ある大学が共存することいが望ましい」と説明している。  

【附 記】   

本稿を作成するにあたり、九州大学大学史料室の折田悦郎助教授と史料室の皆さん、九州大学学  

務部及び各学部学生掛の職員の皆さんには大変お世話になった。記して謝意を表したい。  
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井 上 美香子  

AStudyoftheFormationProcessofGeneralEducationinthe  

●           BeginnlngOftheNewUniversitySystem  

－FocuslngOntheFormationoftheCurriculumandtheAnalysisaboutKyushuUniversity－                   ●  

MikakoINOUE   

Thepurposeofthisstudyistodefinethefbrmationprocessofgeneraleducationcurriculuminthebegin－  

nlngOftheNewUniversitySystem．  

ItisalreadywellknownthattheEducationalRefbrmintroducedgeneraleducationaftertheSecondWorld  

War．Therewerevariousproblemsrelatedtoitsintroductionintheuniverslty・   

Forexample，teaChersofgeneraleducationcoursewerelackingandtheMinistryofFinancereducedexpen－  

ditureofgeneraleducationcourse．However，thereweremoreimportantproblemsthanthose・   

ThemostimportantprOblemwastheyearsrequiredfbrgraduationofgeneraleducationcourse．Thereason  

WaSthatintroductionofgeneraleducationmeantadecreaseintheleveloftechnicaleducation．Ofcourse，  

KyushuUniversityfacedtheabove－mentionedproblemstoo．   

So，aCOmmitteewhichwastoreadyanewsystemfortheuniversltyWaSeStablishedinKyushuUniverslty・  

Thecommitteewasnamed“NewUniversitySystemPreparatoryCommittee”（“Shindaigakuseidojyunbi  

iinkai”）．Thecommitteediscussedhowtoincludethenecessaryperiodforgraduationofgeneraleducation  

COurSeWhileprotectlngtheperiodrequiredfbrgraduationoftechnicaleducationcourse・   

Asaresult，thedepartmentsofscience，agrlCultureandtechnologydecidedthattherequiredperiodfbr  

graduationwouldbetwoyears・Thereasonwasthattheythoughtofgeneraleducationaselementaryknowl－  

edge．   

Andthedepartmentsofliteratureandlawdecidedthattherequiredperiodforgraduationwouldbeone  

year・Thereasonwasthattheythoughtofgeneraleducationasextensiveknowledge  
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